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観光庁「廃屋撤去・再生による地方温泉地等の 

まちづくり支援事業」に係る事務局に採択 

 

全国 5,900施設以上の観光施設に特化した人材サービス事業等を行う株式会社ダイブ（本社：東

京都新宿区、代表取締役社長：庄子 潔、以下ダイブ）は、観光庁が実施する令和８年度「廃屋撤

去・再生による地方温泉地等のまちづくり支援事業」に係る事務局公募において、事務局として採

択されましたのでお知らせいたします。 

採択情報：https://www.mlit.go.jp/kankocho/kobo06_00049.html 

記 

■事業概要 

事業名 令和８年度「廃屋撤去・再生による地方温泉地等のまちづくり支援事業」 

実施期間 令和 10年３月末まで 

 

■本事業の背景と目的 

日本の地方温泉街等においては、かつて団体旅行向けに建築された大規模旅館等の廃屋化が進行

し、景観の悪化や安全性の低下が課題となっています。さらに、多額の解体・減築費用が足かせと

なり、再生が進まないことが事業上のボトルネックとなっています。 

本事業は、温泉街等の中心地に残存する廃屋の撤去及び減築による新たな宿泊施設等への再生や

関連事業に要する費用の一部を補助するものであります。廃屋の再生を通じた「まちのにぎわい再

生」及び「地方誘客の促進」を実現し、持続可能な観光地づくりを支援することを目的としており

ます。 

会 社 名 株式会社 ダイブ  

代表者名 代表取締役社長   庄子 潔 

      (コード番号：151A 東証グロース) 

問合せ先 執行役員管理本部長  大野 友裕 

      （TEL. 03-6311-9833） 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/kobo06_00049.html


 

■ダイブが事務局として提供する価値 

当社は、観光特化型の人材サービスや、自社での廃業ホテル再生などの地方創生事業を通じ、観

光地の課題解決に取り組んでまいりました。 

本事業では単なる事務代行にとどまらず、実業で培った知見とネットワークを最大限に活用して

まいります。また、事務局運営を通じ、持続可能で高付加価値な温泉地・観光地の再生に貢献して

まいります。 

 

■事務局の業務内容 

 事務局として、主に以下の管理・運営業務を遂行いたします。 

1. 公募・審査支援：間接補助事業者を対象とした公募に必要な業務。 

2. 交付管理：補助金交付に係る一連の業務。 

3. 事業管理：間接補助事業者が実施する事業の管理・監督・報告、会計検査院への対応。 

4. 成果発信：優良事例集の作成および事業成果のとりまとめ、報告書の作成。 

 

■業績への影響について 

 本件が当社の業績に与える影響は軽微です。 

 

以上 


